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茨木市ＳＤＧｓ推進ガイドライン 

 

１ 本ガイドラインの位置づけ 

SDGs（エス・ディ・ジーズ）は「Sustainable Development Goals（持続可

能な開発目標）」の略で、2015年に国連サミットで採択された国際目標であり、

2030年を目標に、地球上の「誰一人として取り残さない」持続可能な社会の実現

を目指し、17のゴールと169のターゲットが設定され、経済・社会・環境を巡る広範

な課題に対し統合的に取り組むこととしています。 

地方自治体におけるSDGs達成へ向けた取組は、人口減少や地域経済の縮小

等の地域課題の解決に資するものであり、SDGsを原動力とした地方創生を推進

することが期待されています。 

本市では、総合計画に基づき、多様な人たちが出会い、集い、活動が生まれるこ

とにより、誰もが安全安心、豊かさ幸せを実感できる「共創」のまちづくりを推進し

ています。 

このような本市の施策の方向性は、SDGsの理念との関連が非常に深く、総合

計画等に基づく施策の推進が、SDGsの推進にも資するものといえます。 

以上を踏まえ、施策の立案・展開の各過程においてSDGsの理念を取り入れ、取

組をさらに推進していくため、市の取組姿勢や部・課等が取り組むべき事項などを

ガイドラインとして定めるものです。 
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２ 市の取組姿勢 

(1) 施策・取組の推進によるSDGs達成への貢献 

総合計画等の推進によりSDGsの達成に貢献することを基本に、多様な主体

とのパートナーシップのもとで、様々な施策に取り組みます。 

総合計画では、各施策とSDGsとの関連性を以下のとおり整理していますが、

これら関連が深い目標の達成にとどまらず、そこを起点として、他の目標へと連

鎖・波及させていく可能性を絶えず検討します。 

 

 

(2) SDGsの理念等の普及・啓発 

施策の立案・展開にかかわる職員一人ひとりがSDGsに関する認識を深め、

日々の業務に取り組むよう、研修の実施や、さまざまな機会を捉えた情報提供等

に取り組みます。 

また、SDGsは単なる行政だけの目標ではなく、市民の皆さまや事業者、団体

など（以下、「市民等」といいます。）の各主体がその目標を認識・共有し、連携し

ながら取り組んでいくべきものであるため、各主体のSDGsへの理解を深め、連

携を促す普及・啓発に積極的に取り組みます。 

 

  

出展：第６次茨木市総合計画 前期基本計画 
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３ 部・課等の取組指針 

(1) 施策・取組の推進によるSDGs達成への貢献 

多様な主体との協働・共創のもと、所管する施策・取組の推進により、SDGsの

達成に貢献します。 

また、所管する分野別計画等の策定・改定時には、位置付ける施策・取組と

SDGsとの関連性について、アイコン等を活用して整理・明示します。 

(2) SDGsの理念等の普及・啓発 

所管する施策、関連団体が実施する取組において、SDGsの達成に深く関連

する事業のチラシやパンフレット等を作成し、またはイベント等を企画する際(指

定管理者等によるものも含む)には、SDGsの解説やアイコン、ロゴマーク等の掲

載などを通じて普及・啓発に取り組みます。 

また、所管する分野別計画等の策定・改定時には、必要に応じてSDGsの解説

等を付するとともに、市民アンケート等の機会を捉えて、SDGsへの市民認知度

の確認に努めます。 

そのほか、市ホームページや広報等、様々な媒体を活用し、SDGsの浸透を図

ります。 
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≪アイコン、ロゴマークの活用基準について≫ 

活用にあたっては、国連が作成し、国連広報センターが翻訳したガイドライ

ン※を遵守し、「次なる茨木へ。」との組み合わせロゴマークの右隣に、当該施

策・取組が関連するSDGsのアイコンを配置する（以下の基本的な使用パタ

ーン参照）ことを基本とします。 

※ アイコン等の色を変更しないことや、縦横比を変更しないこと、トリミングしないことなどが

位置付けられています。 

・基本的な使用パターン 

 

 

ただし、掲載スペース等の関係から、上記方法によることが困難な場合は、

アイコン単体またはロゴマーク単体での掲載も可とします。 

・アイコン 

      

・「次なる茨木へ。」との組み合わせロゴマーク 
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（参考 チラシへのSDGsアイコン掲載事例）  

   

 

 

４ 各職員の取組指針 

(1) 部・課等の長 

部・課等の長は、それぞれ部・課のSDGs推進の責任者として、所管する施策、

関連団体が実施する取組とSDGsとの関連性について日頃から意識するととも

に、関連が深い目標の達成にとどまらず、そこを起点として、他の目標へと連鎖・

波及させていく広い視野を持ちます。 

また、部・課の取組の進捗状況等について随時確認を行い、職員の積極的な

姿勢を引き出すよう、必要な指導・助言を行います。 

(2) 職員 

日々の業務や研修会、その他さまざまな機会を捉えて、SDGsに関する認識を

深めます。 

また、SDGsの理念やその達成等、広い視野を持ちながら、関係課及び多様な

主体との協働・共創のもと、自らの業務に取り組むとともに、市民等と連携した

「共創」の取組を進めるときには、当該取組とSDGsとの関連性について、市民等

が意識することができるように工夫します。 
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【別紙】17のゴールと自治体の果たしうる目標 

国際的な地方自治体の連合組織であるUCLG（United Cities and Local 

Governments）は、SDGsに対する自治体の果たし得る役割について、以下のと

おり示しています。 

 ※「私たちのまちにとってのSDGs（持続可能な開発目標）－導入のためのガイドライン－

（2018年3月版（第２版））（自治体SDGsガイドライン検討委員会編集）」に基づき作成 
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